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１ 災害対策について 

 (1) 過去６年間で国の河川事業費は約１割削減されたが、県の河川

事業費の推移を聞く。 

(2) 堆積土砂の除去が必要とされる河川は、どの程度あると見込ん

でいるのか。また、除去完了の目標期日を定め、計画的に進めて

いく必要があると思うがどうか。 

 (3) 西日本豪雨では、予算が確保できず対策が遅れていた河川が氾

濫したために犠牲者が出たが、これを教訓に、水位周知河川にお

けるハード対策の工事完了の目標期日を定め、計画的に進めてい

く必要があると思うがどうか。 

(4) 県内の避難所における非常用電源の設置状況はどうなっている

のか、県として非常用電源の設置を支援すべきではないか。 

(5) 民間ブロック塀の撤去・改修に対する助成制度を県内全市町に

広げるため、県として支援の上乗せを行うべきではないか。 

(6) 災害時に避難所となる公立学校の体育館において、空調設備の

必要性が高まっているが、県内の設置状況を聞く。 

(7) 東京都教育委員会が、公立学校における空調設備導入に対する

補助制度を設けているが、本県も電気代の支援を含めて補助制度

を創設すべきではないか。 

(8) 先月墜落した群馬県の防災ヘリは、地上との異常な接近を警告

する装置（ＧＰＷＳ）を搭載していなかったが、本県の防災ヘリ

には搭載されているのか、今後の予定と併せて聞く。 

 

２ くらし応援について 

 (1) 学校給食法の趣旨に基づき、学校給食の補助に踏み出すべきで

はないか。 

(2) 重度心身障害者医療費助成制度は、６５歳以上になると助成方

法が償還払い方式になるが、６５歳未満と同様に窓口無料方式に

改めた場合でも、県負担額はほとんど変わらないのか。 

(3) 障害者雇用については、４年前にも厚労省所管の独立行政法人

で水増し問題が起きたが、本県としてもこの時に点検できたので

はないか。 

知 事 

危機管理監 

土 木 部 長 

教 育 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知 事 

総 務 部 長 

健康福祉部長 

教 育 長 

 

 

 

  

この質疑要旨は、９月１８日午後３時４０分に取りまとめたものです。 



質 疑 要 旨                        佐藤正幸議員 №２ 
 

質 疑 要 旨 要 答 弁 者 

(4) 障害者の雇用機会の拡大に本腰を入れていたのか、単に雇用率

を引き上げるためだったのか、障害者の人権問題の根本が問われ

ているが、見解を聞く。 

 

３ 「家族農業の１０年」について 

(1) 国連総会で昨年決議された「家族農業の１０年」の意義を聞く。

また、本県農業を支える家族農業の重要性をどうとらえているの

か。 

(2) 農村・農業人口を増やす「家族農業再生プラン」を策定すべき

と考えるがどうか。 

 (3) 自然災害による農業被害が甚大になっている現状を踏まえ、県

独自の自然災害補償制度を創設することを望むが、所見を聞く。 

 

４ 教育について 

(1) 夜間中学の設置を決定し、広くＰＲすることで潜在的ニーズが

顕在化すると考えるが、教育長の意気込みを聞く。 

 (2) 公立の社会教育施設である新県立図書館は、知事部局でなく教

育委員会の所管として発展させるべきではないか。 

 

５ 北東アジアの平和に向けたプロセスへの認識について 

 (1) ７月に小松沖など日本海空域で行われた２つの日米共同訓練

は、朝鮮半島と北東アジアの平和のプロセスに逆行するものと考

えるが、認識を聞く。 

 (2) 日米共同訓練は、沖縄の米軍嘉手納基地の負担軽減が目的とい

うが、本県としてその根拠を県民に説明することができるのか。

また、基地周辺自治体に調査団を派遣のうえ、負担軽減になって

いるかを確認すべきではないか。 

(3) 北朝鮮による弾道ミサイル発射の可能性が低下した中、未だに

県のホームページのトップページで、弾道ミサイル落下時の行動

等について周知しているが、改善すべきではないか。 
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